ガッコウ　ヒョウカ　ニオケル　ダイガク　キョウイン　ノ　ヤクワリ by 岩崎, 保道 et al.
大学教育年報 第 5 号 2009 年 3 月 
 - 33 - 
【研究ノート】 
学校評価における大学教員の役割 
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同志社大学大学院生 
 
はじめに 
 
本稿は、学校評価システムの充実又は改善を図ることを目的として、学校評価における
大学教員の役割を考察するものである。 
学校評価は、学校教育法の一部改正（2007 年 6 月）により義務化された。 
これに関し、学校評価の推進に関する調査研究協力者会議 1)（以下、協力者会議と呼ぶ）
は、「学校評価を行う最終的な目的は、それを通じて学校運営の改善と発展を目指すことに
より、教育水準の向上と保証を図ることにある。このことから、自己評価を学校評価の基
本として位置付け、その結果を踏まえて改善を図ることが重要である」と述べている。 
このように、学校評価は、学校にとって必要性の高い取組と考えられる。 
しかし、学校評価は、義務化されて間もないこともあり、地域によって取組体制が十分
でなかったり、評価システムが未完成の課題が残されていると予想する。 
筆者は、私立学校に身を置くが、このような問題があることを、教育関係者の意見交換
より把握したり、筆者の日常業務を通じて認識してきた。 
課題解決のためには、学校関係者や保護者、地域住民などで組織される取組や協力体制
が不可欠と考えるが、当該領域に専門的な知識を持つ大学教員の支援が重要と考える。 
その理由は、本格的な学校評価の導入に当たっては、教育環境の実態や地域特有の問題
を踏まえたうえで、制度設計を図る必要があるからだ。そのため、広い見識と高度な専門
知識を持ち、課題を調査・分析できる能力を有する人物の支援や参画が強く求められる。 
しかし、ほとんどの公立学校では、学校評価が導入されているが、大学教員の支援状況
の実態は多く知られていない。その要因として、学校評価が黎明期に位置すること、学校
評価に関するネットワーク形成が確立されていないこと、などの事情が考えられる。また、
監督官庁の指導や取組体制にも改善の余地が残されている可能性もある。 
本稿は、以上の問題意識を持って、次の展開により、検討を行う。 
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第一に、学校評価の規定と趣旨を述べる。学校評価が初等・中等教育機関に導入された
目的や概要を簡単に説明する（本稿の 1.）。 
第二に、学校評価における大学教員の役割を述べる。具体的には、大学教員が学校評価
システムの構築のため、教育委員会より委嘱された事例などを中心に紹介する（本稿の 2.）。 
第三に、本稿で提起した課題解決の検討材料とするため、教育委員会と自治体（私学担
当課）に対して実施した学校評価の関するアンケート調査報告を行う（本稿の 3.）。 
第四に、以上の検討結果より、学校評価における大学教員の役割と課題点を明らかにし、
評価システムの改善に向けた方向性を示した（本稿の 4.）。 
 本稿の研究成果が、学校評価システムの構築又は改善につながることを望む。 
 
 
1. 学校評価の規定と趣旨 
 
学校教育法では、学校評価について、次のように規定している（第42条）（ただし、幼稚
園、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校等にもそれぞれ準用する）。 
「小学校は、文部科学大臣の定めるところにより、当該小学校の教育活動その他の学校
運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るため必要な措置
を講ずることにより、その教育水準の向上に努めなければならない」。また、学校教育法施
行規則第66条1項～第68条を踏まえ、各学校は、①教職員による自己評価を行い、その結果
を公表すること、②学校関係者評価を行うとともに、その結果を公表するよう努めること、
③自己評価の結果・学校関係者評価の結果を設置者に報告すること、が必要となった。 
文部科学省は、学校評価を行う目的として、以下の3点を挙げている。 
「①各学校が、自らの教育活動その他の学校運営について、目指すべき目標を設定し、そ
の達成状況や達成に向けた取組の適切さ等について評価することにより、学校として組織
的・継続的な改善を図ること。② 各学校が、自己評価及び保護者など学校関係者等による
評価の実施とその結果の公表・説明により、適切に説明責任を果たすとともに、保護者、
地域住民等から理解と参画を得て、学校・家庭・地域の連携協力による学校づくりを進め
ること。③ 各学校の設置者等が、学校評価の結果に応じて、学校に対する支援や条件整備
等の改善措置を講じることにより、一定水準の教育の質を保証し、その向上を図ること」2)。 
また、近年の中央教育審議会の答申では、以下の提言がされている。 
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2006 年 10 月の中央教育審議会（答申）「新しい時代の義務教育を創造する」では、「義
務教育の構造改革」として、アウトカム（教育の結果）を国の責任で検証し、教育の質を
保証する教育システムを構築することの重要性が指摘された 3)。 
同年、中央教育審議会（答申）「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度
の改正について」において、学校評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るこ
とで教育水準の向上に努めることや自己評価・外部評価の一層の推進や、第三者機関によ
る全国的な外部評価の仕組みを含めた学校評価の充実方策を検討することが提言された 4)。 
文部科学省は、学校評価の実施手法として、以下の 3 点を挙げている 5)。 
①自己評価は、｢学校評価の最も基本となるものであり、校長のリーダーシップの下で、
当該学校の全教職員が参加し、設定した目標や具体的計画等に照らして、その達成状況や
達成に向けた取組の適切さ等について評価を行うもの｣。②学校関係者評価は、｢保護者、
学校評議員、地域住民、青少年健全育成関係団体の関係者、接続する学校の教職員その他
の学校関係者などにより構成された委員会等が、その学校の教育活動の観察や意見交換等
を通じて、自己評価の結果について評価することを基本として行うもの｣。③第三者評価は、
｢その学校に直接かかわりをもたない専門家等が、自己評価及び学校関係者評価の結果等も
資料として活用しつつ、教育活動その他の学校運営全般について、専門的・客観的(第三者
的)立場から評価を行うもの｣としている6)。 
 
 
2. 学校評価における大学教員の役割 
 
2.1 学校評価における大学教員の関わり 
 学校評価に関して、大学教員が関わる事例は少なくない。 
文部科学省は、前述の学校関係者評価委員の委嘱対象者として、「大学等の研究者を評価
者として加えることにより、専門的な助言を受けることも考えられる」と述べている 7)。 
 また、第三者評価について、愛媛県教育委員会は、刊行物で「大学や教育機関の職員、
学識経験者等、当該学校に直接かかわりをもたない専門家が行う評価」と述べている8)。 
 ある教育委員会では、｢外部評価｣の委員を、｢PTA関係者｣、｢地域団体関係者｣、｢学識関
係者（原則として、大学関係者<教授、准教授>、校長経験者など）｣に区分している9)。 
 教育委員会が設置した学校評価に係る会議等の大学教員の支援には、以下のものがある。 
大学教育年報 第 5 号 2009 年 3 月 
 - 36 - 
・2002年に岡山県教育委員会が設置した「教員の評価に関する調査研究協議会」は、「教員
の能力や実績等を適正に評価し、それを適切に活用することが課題」となったため、「教員
の評価の在り方、教員の評価の活用の在り方、その他」の事項について検討したものであ
った10)。同協議会は、2002年～2003年に6回の会議が開催され、2005年に最終報告が公表
された。同協議会の委嘱された委員12名の内、複数名の大学教員が含まれていた。 
・2004年に静岡県教育委員会が設置した「教員人事管理システム研究協力者会議」は、「教
員人事管理における評価制度等の在り方について教育長が意見を聴取する」ために設けら
れた。同協議会は、2004年～2005年に9回の会議が開催され、2005年に最終報告が公表さ
れた。同協議会の委嘱された委員16名の内、複数名の大学教員が含まれていた。 
・2008年に石川県教育委員会が同県の学校に通知した「県立学校における学校経営及び学
校評価に係る実施要綱」の「学校関係者評価委員会」は、評価システムを運用する中心機
関である。同委員会は、保護者、学校評議員、地域住民などに委嘱されるが、「大学等の
研究者を評価委員に加え、より専門的な助言を受けることも考えられる」としている11)。 
教育委員会が大学と提携して学校評価につながる検討を行った事例がある。 
2002 年に大阪府教育委員会と大阪教育大学は、｢連携協力に関する協定書｣を取交し、連
携事業を実施している。その中の｢スクールサポート・プロジェクト｣では、2003 年に｢学
校教育自己診断を実践する―学校を開く試み―｣をテーマにした討議が行われている。 
次に、私学団体が中心となり、私立高校が連携して学校評価に取組む事例を紹介する 12)。 
2007年に福井県私立中学高等学校協会は、開かれた学校づくりや教育の質向上を目的と
する「福井県私立高等学校「学校評価」事業」を開始した。その事業内容は、「福井県私立
高等学校6校の協力・連携に基づく「学校評価」システムの開発および当システムを活用し
た教育改善の実践と検証」である。具体的には、外部の専門家や教育関係者で構成される
「学校評価委員会」により、分析・考察を通じて、客観的評価を受けることが特徴である。 
同委員会の構成者として、総合監修が梶田 叡一氏（兵庫教育大学学長）、オブザーバー
が大学教員3名、事業協力有識者が大学教員6名となっている。 
 
2.2 学校評価における大学教員の役割 
 図 1 は、公立学校における学校評価の実情を踏まえ、実施方法を図化したものである。 
この中で、大学教員が関わる可能性のあるものは、以下の 2 点がある。 
第一に、前節で触れた「第三者評価」を行うケースである（①）。 
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図 1 学校評価の実施方法 13) 
 
この点に関して、窪田、加須南小学校学校評価委員会（2005 年）は、｢各学校で独自に
外部教育専門家を探すのは、いろいろな面（適切な人選や予算）で難しいと考えられる。
教育委員会（もしくは教育研修所）で外部教育専門家評価委員を依頼していただき、各学
校の外部評価に派遣していただけるような支援体制ができると、第三者評価（外部評価）
がどの学校にもしっかりと定着するための基盤となっていくと思われる｣と述べている 14)。 
第二に、教育委員会が学校評価システムを整備・充実させるために、外部組織を設置す
る場合、大学教員の参画が求められる（②）。前節で触れたように、一部の教育委員会が学
校評価システムの検討のため、大学教員に対して協議会等の委員を委嘱した事例があった。 
また、「福井県私立高等学校「学校評価」事業」においても、大学教員が指導的な役割を
果たしている事例があった。私立学校における学校評価は、2008 年 9 月現在、マニュア
ル化されていないため、統一された具体的な方策はない。従って、前述の福井県の取組事
例は、先端的な事例である。しかし、今後、この事例がモデルケースとなった場合、又は、
公立学校の学校評価システムと類似した方策を私立学校の学校評価マニュアルとする場合、
私立学校の学校評価システムにおいて、大学教員の支援が求められる可能性は高くなる。 
このように、大学教員には、専門的・客観的な観点からの学校評価支援が期待される。 
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 以上を踏まえ、次章では、教育委員会及び自治体に対するアンケート調査報告を行う。 
 
 
3. 学校評価に関するアンケート調査報告 
 
3.1 教育委員会（都道府県）に対するアンケート調査 
（1） 問題設定（調査の意図） 
調査目的は、公立学校における組織協働型の学校評価システムの有効性を検討するため
である。調査の実施にあたり、「他の組織と協働した学校評価システムが有効」と回答する
割合は、比較的高いと考えた。その理由は、2.1 で紹介した通り、学校評価に関する協働
型の取組事例は、いくつか事例が挙げられているからである。 
 
（2）調査の方法（対象者） 
調査主体は、筆者である。調査は、2008 年の 6 月～7 月にかけて実施した。調査対象校
は、47都道府県の教育委員会に依頼した。その結果、20団体から回答を得た（回答率 42.6%）。 
 
（3）調査の結果 
表 1 質問 1「他の組織と協働して学校評価の支援システムを構築することは
有効と思いますか」への回答数（大学数） 
回 答 N（%） 内 訳 
はい 9（45.0） 自治体＝2、その他＝7（「総合教育センター」、「大
学」、「大学等の研究機関」ほか） 
内容による 6（30.0）  
いいえ  0（ 0.0）  
わからない 5（25.0）  
注）カッコ内は各回答の百分率 
 
（4）結果の考察 
 表 1 は、「いいえ」（0.0%）の回答はなく、｢はい｣（45.0%）の割合が比較的高かった。
｢はい｣の内容をみると、「自治体」、「その他」が挙げられている。 
次に、予測の検証を行う。肯定的回答は、過半数を割ったため、予測通りとはいえない。 
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ただし、「内容による」を加算すると、75.0%になる。 
当該調査で注目したいのは、｢はい｣の内数である「その他」において、「大学」、｢大学等
の研究機関」との回答が寄せられたことである。これは、2.1 の事例の裏付となる調査結
果である。 
 
3.2 自治体（私学担当課）に対するアンケート調査 
（1） 問題設定（調査の意図） 
調査目的は、私立学校の学校評価について、協働型の学校評価システムの有効性及び第
三者機関の学校評価の必要性を把握するためである。 
調査にあたり、以下の予測を行った。「協働型の学校評価システムの有効性及び第三者機
関の学校評価の必要性」は、比較的低いと考える。その理由は、現段階において、このよ
うな私立学校の学校評価システムは、構築されていないと考えるためである。 
 
（2）調査の方法（対象者） 
調査主体は、筆者である。調査は、2007 年の 10 月～12 月にかけて実施した。調査対象
は、47都道府県の私学担当課に依頼した。その結果、27団体から回答を得た（回答率 57.4%）。 
 
（3）調査の結果 
表 2 質問 1「複数の私立高校が協働して評価システムを構築することは、有効と思われ
ますか」への回答数（大学数） 
 項目 はい いいえ 実施内容 
による 
わからない 答えられない 
自治体 4（14.8） 1（3.7） 17（63.0） 5（18.5） 0（0.0） 
注）カッコ内は各回答の百分率 
 
表 3 質問 2「私立高校の評価結果に対し、評価する外部の機関は必要と思いますか」へ
の回答数（大学数） 
 項目 はい いいえ どちらともい
えない 
わからない 答えられない 
自治体 16（59.3） 0（0.0） 8（29.6） 3（11.1） 0（0.0） 
注）カッコ内は各回答の百分率 
 
（4）結果の考察 
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表 2 は、私学団体の共同学校評価システムを意識して設けたものである。肯定的回答は
14.8%に止まるが、｢実施内容による｣は、63.0%であった。そのため、今後の動向によっ
ては肯定的回答に移行する可能性がある。表 3 は、肯定的回答が最も多く、59.3%であっ
た。 
 次に、予測の検証は、次の通り。「協働型の学校評価システムの有効性」は、「ほぼ予測
通り」であった。「第三者機関の学校評価の必要性」は、予測とは異なる結果であった。 
 
3.3 アンケート調査結果のまとめ 
 まず、以上の調査結果をまとめると、以下のようになる。 
 第一に、公立学校における組織協働型の学校評価システムの有効性は、高い回答割合で
はなかった。ただし、肯定的回答には、「大学」、「大学等の研究機関」と寄せられた回答が
あった。 
 第二に、現段階では、私立学校における第三者評価に相当する機関は設置されていない
が、「第三者評価機関が必要」と考える回答割合は、比較的高かった。 
 次に、調査結果より、推察できることは、以下の点がある。 
 第一に、公立学校における組織協働型の学校評価システムを構築の検討のため、今後、
大学教員に支援を求める可能性は十分考えられる。 
 第二に、今後、私立高校の学校評価における外部評価システムの必要性が広く認知され
れば、そのシステム構築の検討のため、大学教員に支援を求める可能性がある。 
 以上の調査報告より、学校評価における大学教員の役割は、より大きくなると考える。 
 
 
4. 学校評価の充実・改善のための Pilot Study 
 
 本稿は、「学校評価システムの充実又は改善を図ることを目的として、学校評価における
大学教員の役割を考察する」ことを目的とした検討を行った。その検討材料とするため、
前章では、教育委員会及び自治体に対するアンケート調査結果の報告を行った。 
 以上の検討結果を踏まえ、本稿の研究成果として、以下の点を述べる。 
 図 2 は、公立学校の学校評価における大学教員に期待される役割を整理したものである。 
 教育委員会の職務権限は、「教育委員会の所管に属する第 30 条に規定する学校その他の 
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学校評価システム 
 
学 校 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 公立学校の学校評価における大学教員に期待される役割 
 
教育機関の設置、管理及び廃止に関すること（地方教育行政の組織及び運営に関する法律
第 23 条 1）」である。これは、教育委員会が学校評価を取扱う範疇となる根拠を示してい
る。 
まず、教育委員会は、「学校評価システムの構築」又は「第三者評価」の実施ため、大学
又は大学教員に対し、依頼を行う（①）。その依頼を、大学又は大学教員が受諾した場合、
必要に応じ、「②情報の収集」や調査・分析などの検討を行う（ここで、大学を加える理由
は、教育委員会が大学と協定を結ぶケースを想定したためである）。外部組織又は大学は、
情報や課題の認識を共有し、必要に応じて協働して学校評価の支援を行うことになる。 
ただし、教育環境の実態や地域特有の問題を踏まえ、制度設計を図る必要がある。 
そのため、高度な専門知識や課題を調査・分析できる能力を有する人物の支援が強く求
められる。以上を経て、大学又は大学教員は、提言や指導・助言等の支援を行う（③）。 
なお、「学校評価システム」の改善のため、継続した検討が求められる場合、大学又は大
学教員は、必要に応じ、「④効果の検証」を行う。 
 ただし、留意点として、以下の 3 点が考えられる。 
第一に、表 1 のアンケート結果でみた通り、協働型の学校評価システムの有効性を認め
る回答割合は 45.0%、「内容による」は 30.0%であった。従って、当該システムの客観的
教育委員会 
①依頼 
大学 
大学教員 
③支援
②情報の収集 
④効果の検証 
外部組織 
大学教育年報 第 5 号 2009 年 3 月 
 - 42 - 
な有効性を図り、それをモデル化するなど、実効性のある工夫が求められる。 
第二に、図 2 の②など、大学教員個人が調査・研究を実施する場合、経費や労力面の負
担が大きくなるため、大学の支援体制などを含めた組織的な取組が望まれる。 
第三に、2008 年に文部科学省は、「第三者評価を活用した学校評価の在り方については、
今後さらに検討を深める」としているため、今後の動向に注目するべきである 15)。 
 ところで、図 2 は、公立学校における学校評価を想定したものだが、私立学校の学校評
価についても、教育委員会又は自治体、私立中学校高等学校連合会などの機関や団体がイ
ニシアチブを取り、図 2 と類似した形態を構築することも考えられる。 
私立学校の学校評価については、具体的な評価マニュアルの策定が望まれる。 
 以上が、本稿の検討結果である。 
 ただし、冒頭で挙げた目的達成のためには、以下の検討課題が残されている。 
 第一に、表 1～3 の設問は、学校評価における大学教員の役割を明確に問うものではな
かった。そのため、3.3 では、「推察できること」の範疇において述べるに止まってしまっ
た。 
 第二に、学校評価に関する調査、研究のため、大学教員が文部科学省から委託を受ける
事例がある。このようなケースにおける大学教員の役割も研究対象とすべきではないか。 
 以上の未消化の課題を検討することが、学校評価の充実又は改善を図り、最終的に教育
サービスの向上に結び付くと考える。従って、本稿は、中間報告の位置付けとしたい。 
 
【注】 
1) 2006 年に文部科学省初等中等教育局に設けられ、学校評価の現状と課題、今後の学校評価の推進方策
の在り方等について検討がなされた。 
2) 文部科学省『学校評価ガイドライン[改定]』p.1、2008 年。 
3) 中央教育審議会答申「新しい時代の義務教育を創造する」2005 年 10 月。 
「 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05102601/all.pdf#search=' 中央教
育審議会答申「新しい時代の義務教育を創造する」」2008 年 2 月 1 日確認。 
4) 中央教育審議会答申「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について」2007
年「http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/07031215.htm」2008 年 2 月 1 日
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5) 文部科学省、前掲書、pp.2－3。 
6) 文部科学省は、「第三者評価を活用した学校評価の在り方については、今後さらに文部科学省において
検討を深める」としている（文部科学省、前掲書、p.3）。 
7) 文部科学省、前掲書、p.18。 
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